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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第２四半期連結
累計期間

第43期
第２四半期連結
会計期間

第42期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高　　　　　　　　（千円） 11,212,337 6,680,788 21,895,148

経常利益　　　　　　　（千円） 527,582 751,523 797,054

四半期（当期）純利益　（千円） 165,189 339,942 538,467

純資産額　　　　　　　（千円） － 6,025,781 6,027,357

総資産額　　　　　　　（千円） － 23,465,628 22,747,746

１株当たり純資産額　　　（円） － 336.14 336.22

１株当たり四半期（当期）　　　　純

利益　　　　　　　　　（円）
9.25 19.03 30.15

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益　　（円）
－ － 30.09

自己資本比率　　　　　　（％） － 25.6 26.4

営業活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
462,073 － 1,261,642

投資活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
△1,640,528 － △1,355,216

財務活動による

キャッシュ・フロー　　（千円）
891,402 － △30,787

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高　（千円）
－ 3,165,648 3,451,497

従業員数　　　　　　　　（名） － 821 822

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．第43期第２四半期連結累計(会計)期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間における事業内容の変更は、次のとおりであります。

　　(ホームセンター事業)

　　　 平成20年８月に営業を終了いたしました。

　また、主要な関係会社における異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（名） 821 (392)

　（注）１　従業員数は、当企業グループから当企業グループ外への出向者を除き、当企業グループ外から当企業グループ

への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(　)内は外数であり、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（名） 732 (319)

　（注）１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(　)内は外数であり、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金　　額（千円）

　宗教用具関連事業 261,998

計 261,998

（注）１　金額は、製造原価によっております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金　　額（千円）

　宗教用具関連事業 1,884,774

　ホームセンター事業 66,423

計 1,951,198

（注）１　金額は、仕入価格によっております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

　宗教用具関連事業 172,596 496,736

計 172,596 496,736

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金　　額（千円）

　宗教用具関連事業 6,227,060

　ホームセンター事業 320,097

　総合アミューズメント事業 133,631

計 6,680,788

　　　（注）１　当企業グループ売上高の９割を占める宗教用具関連事業の売上高は季節性が高く、お盆と秋のお彼岸を迎え

る第２四半期(７月から９月まで)と春のお彼岸を迎える第４四半期(１月から３月まで)の割合が高く

なっております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日～平成20年９月30日)におけるわが国の経済環境は、世界的な金融不

安の影響による株価の大幅な下落や、急激な円高などによる景気後退感の強まりや先行き不透明感から、個人消費の

冷え込みが一層強まってまいりました。

　宗教用具関連業界におきましても、消費低迷が大きな影響を及ぼすなど総じて厳しい環境の下で推移いたしました。

　このような厳しい情勢の中で当企業グループは、地域性に応じた営業体制の強化と営業マネジメントの強化などに

よって集客強化と顧客発掘に努めるとともに、お盆商戦に向けた販売体制を競争相手に先駆けて整える等、シェア拡

大を図ってまいりました。

　この結果、売上高につきましては前年同期を上回る実績となり、66億80百万円(前年同期比 5.6％増)となりました。

　営業利益につきましては、８億70百万円(前年同期比 15.2％増)となり、経常利益につきましては７億51百万円(前年同

期比13.9％増)、四半期純利益につきましては、３億39百万円(前年同期比7.4％増)となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 ① 宗教用具関連事業

小売部門におきましては、ここ数年進めてまいりました「エリア制」販売体制による地域に対応した営業活動や品

揃えをさらに推し進めるとともに、前年に引続き、競争相手に先駆けた季節商戦の対応による集客の強化を行なった

ことによって仏壇・仏具の売上高が増加したことなどから店舗販売では36億89百万円(前年同期比 6.0％増)、企業提携

販売では６億35百万円(前年同期比 1.3％増)、墓石の売上高につきましては、13億59百万円(前年同期比 5.2％増)の売上

高となり、小売部門全体の売上高は56億84百万円(前年同期比 5.3％増)となりました。

　（小売部門の売上高の構成比及び前年同期比増減）

区　　分

前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間 前年同期比増減

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

(百万円) (％)　 (百万円) (％)　 (百万円) (％)　

仏壇・仏具
店 舗 販 売　 3,480 64.5 3,689 64.9 209 6.0

企業提携販売　 626 11.6 635 11.2 8 1.3

墓　　石　　販　　売 1,292 23.9 1,359 23.9 67 5.2

合　　　計 5,399 100.0 5,684 100.0 285 5.3

卸売部門につきましては、業界内での単価下落や消費低迷の影響を受けて、売上高は１億31百万円(前年同期比

28.9％減)となりました。

製造部門につきましては、更なる品質の向上と技術の向上に注力し、売上高は４億10百万円(前年同期比 46.5％増)と

なりました。

以上の結果、宗教用具関連事業の売上高は62億27百万円(前年同期比 6.2％増)となり、営業利益は９億50百万円(前年

同期比 25.0％増)となりました。

 ② ホームセンター事業

ホームセンター事業につきましては、地域のお客様のニーズに合った売り場作りとサービスの提供を行なってまい

りましたが、競合他社の商圏内への出店や個人消費の低迷などもあり、本業回帰の基本方針に沿って平成20年８月に

営業を終了いたしました。

この結果、売上高は３億20百万円(前年同期比 2.2％増)となり、営業損益は61百万円の営業損失(前年同期は営業損失１

百万円)となりました。

  なお、ホームセンター事業につきましては、平成20年５月13日に開催した当社の取締役会において㈱ホームセン

ターコマツの解散を決議しております。

 ③ 総合アミューズメント事業

総合アミューズメント事業につきましては、商圏内への大型複合施設出店による競合激化や個人消費の低迷などに

より、売上高は１億33百万円(前年同期比 10.2％減)、営業損益は19百万円の営業損失(前年同期は営業損失４百万円)と

なりました。
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　(2) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ７億17百万円増加して234億65百万円、

負債合計は７億19百万円増加して174億39百万円、純資産は１百万円減少して60億25百万円となり、自己資本比率

は25.6％となりました。

　主な内容としては、流動資産は、現金及び預金やたな卸資産の減少により、前連結会計年度末に比べ３億36百万円

減少し、85億99百万円となりました。

　固定資産は、墓石販売に伴う建墓権を確保するために営業保証金を増加させたことなどにより、前連結会計年度

末に比べ10億54百万円増加し、148億65百万円となりました。

　流動負債は、支払手形及び買掛金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ３億59百万円減少し、90億９百万円

となりました。

　固定負債は、長期借入金の増加により前連結会計年度末に比べ10億79百万円増加し、84億30百万円となりました。

　純資産は、四半期純利益を計上したものの、その他有価証券評価差額金の減少により、前連結会計年度末に比べ１

百万円減少し、60億25百万円となりました。

　(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第１四半期連結会計期間末に比べ、７

億51百万円増加して31億65百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、８億30百万円(前年同期比22.0％増)となりました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益７億円を計上したことや、たな卸資産の減少５億45百万円などの増加要因及

び仕入債務の減少額１億27百万円やその他流動負債(前受金・未払費用など)の減少額４億70百万円などの減少要因に

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、９億37百万円(前年同期は１億86百万円の支出)となりました。

　これは主に、墓石販売に伴う建墓権を確保するための営業保証金11億84百万円の支出などがあったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、８億60百万円(前年同期は14億89百万円の支出)となりました。

　これは主に、借入れによるものであります。

　(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 ① 仏壇・墓石に対する意識の変化について

仏壇・墓石に関する消費者の意識は、核家族化や寺院離れなどによる宗教観や価値観の変化やライフスタイルの

変化に伴って、簡素化や多様化の傾向が見受けられます。

　このような消費者の意識の変化が、当企業グループの今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　今後、当企業グループといたしましては、マーケティング機能を強化することによって、消費者視点での店舗や商

品・販促・サービスなどを再度見直すとともに、「お葬式のご相談・ご紹介」サービスの展開によって心とかたち

による供養本来のあり方をご提案し、仏壇・墓石の価値向上に努めます。

 ② 優良な霊園・墓所の確保について

墓石売上確保のためには数年の余裕を持って霊園を確保することが重要となりますが、大都市圏での霊園不足が

続いており、顧客の要望も、より都心に近く立地の良い霊園を求める傾向が強くなっております。

　また、候補物件の減少など新規開発は従来に比べて困難な状況となっております。

　今後、当企業グループといたしましては、優良霊園の確保を先行して行なっていくとともに、納骨堂などの新たな

展開に向けての研究を行なってまいります。
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　(7) 資本の財源及び資金の流動性について

資本の財源及び資金の流動性につきましては、第２［事業の状況］３［財政状態及び経営成績の分析］（３）

キャッシュ・フローの状況に記載のとおりであります。

　(8) 経営者の問題認識と今後の方針について

当企業グループの経営陣は、昨今の厳しい業界環境を同業他社との差別化の好機と捉え、消費者視点の営業強化に

よって既存事業のシェア拡大を図るとともに、「供養」を切口としたマーケットの創造に努めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

②【発行済株式】

種　　類
第２四半期会計期間末現在
発行数(株)
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成20年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　容

普通株式 18,014,376 18,014,376

大阪証券取引所

市場第二部

福岡証券取引所

－

計 18,014,376 18,014,376 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までのストックオプションによる

新株予約権の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。
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(2)【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月23日 定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 2,900

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 290,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり30,700

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額　　　355

資本組入額　　178

新株予約権の行使の条件

当社の取締役たる地位を失った場合に権利行使権を失

効するものとする。

その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した

「新株予約権割当契約」に定めるところによるものと

する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

平成18年６月23日 定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,960

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 196,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １個当たり30,700

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価額及び資本組入額（円）

発行価額　　　355

資本組入額　　178

新株予約権の行使の条件

権利行使時において、当社又は当社の関係会社の取締

役、監査役、使用人又は当社と契約を締結している取引

先等であることを要する。

その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結した

「新株予約権割当契約」に定めるところによるものと

する。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

(3)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日

発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株） 

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 18,014,376 － 3,915,768 － 978,942

(5)【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

長谷川興産株式会社　 福岡市博多区上川端町12番192号 4,237 23.53

長谷川　裕一 福岡市中央区　 2,373 13.17

株式会社 西日本シティ銀行　 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号　 883 4.90

はせがわグループ社員持株会　 福岡市博多区上川端町12番192号　 822 4.57

長谷川　房生　 福岡市中央区　　 699 3.89

株式会社 福岡銀行　 福岡市中央区天神２丁目13番１号　 677 3.76

株式会社 みずほ銀行　 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号　 571 3.17

有限会社 法隆 福岡市中央区大濠２丁目７番13号　 443 2.46

株式会社 損害保険ジャパン　 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号　 315 1.75

長谷川　素子　 福岡市中央区　 280 1.56

計 － 11,306 62.76
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    157,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,823,100 178,231 －

単元未満株式 普通株式     33,776 － －

発行済株式総数 18,014,376 － －

総株主の議決権 － 178,231 －

　（注） 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が27,400株(議決権274個)含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社　はせがわ
福岡市博多区上川端

町12番192号
157,500 － 157,500 0.87

計 － 157,500 － 157,500 0.87

　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 264 270 220 215 214 220

最低（円） 220 217 200 183 186 200

　　(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役

 執行役員　
 聖石グループ長　
 兼 経営企画部・
 経理部担当

常務取締役
 執行役員　　　 
 聖石本部長

坂口　準 平成20年７月１日

常務取締役

執行役員　　　葬
祭事業部担当　
兼　葬祭事業部
長

常務取締役
執行役員　　　営
業本部長

甲斐　昭二 平成20年７月１日

取締役
執行役員　　　
マーケティング
部担当

取締役

執行役員　　　経
営企画部・経理
部・情報システ
ム部担当

井上　純一 平成20年７月１日

取締役

執行役員　　　営
業グループ長　
兼　商品グルー
プ長

取締役
執行役員　　　
商品本部長

井上　健一 平成20年７月１日

取締役

執行役員　　　総
務部・人事部　 
・情報システム
部担当

取締役
執行役員　　　総
務部長

宮下　征四朗 平成20年７月１日

取締役

執行役員　　　副
商品グループ長
 兼 仕入統括部
長

取締役
執行役員　　　人
事部長

池上　達治 平成20年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７

条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,512,648 3,809,497

受取手形及び売掛金 615,377 667,674

商品及び製品 3,242,171 3,303,568

仕掛品 85,226 110,263

原材料及び貯蔵品 93,304 100,992

繰延税金資産 165,817 168,597

その他 898,243 793,394

貸倒引当金 △12,960 △17,843

流動資産合計 8,599,827 8,936,144

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,101,130 1,089,430

造作(純額) 662,885 669,888

機械装置及び運搬具（純額） 17,630 12,608

土地 1,273,846 1,314,934

建設仮勘定 2,929 －

その他（純額） 381,669 363,012

有形固定資産合計 ※
 3,440,092

※
 3,449,873

無形固定資産 117,734 118,627

投資その他の資産

投資有価証券 946,877 1,124,908

長期貸付金 472,228 345,968

繰延税金資産 841,726 1,033,606

営業保証金 6,322,387 4,965,226

差入保証金 2,359,635 2,430,469

その他 1,020,998 968,807

貸倒引当金 △655,881 △625,886

投資その他の資産合計 11,307,973 10,243,100

固定資産合計 14,865,800 13,811,601

資産合計 23,465,628 22,747,746
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,510,154 1,752,062

短期借入金 5,774,219 5,828,171

未払金 463,525 486,099

未払法人税等 109,440 145,134

賞与引当金 195,098 193,664

その他 956,822 963,852

流動負債合計 9,009,260 9,368,984

固定負債

長期借入金 7,235,700 6,220,406

退職給付引当金 608,174 596,905

役員退職慰労引当金 331,008 322,555

その他 255,703 211,537

固定負債合計 8,430,586 7,351,404

負債合計 17,439,846 16,720,388

純資産の部

株主資本

資本金 3,915,768 3,915,768

資本剰余金 1,497,235 1,497,235

利益剰余金 729,212 630,988

自己株式 △69,240 △69,129

株主資本合計 6,072,976 5,974,863

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △42,718 41,152

為替換算調整勘定 △27,805 △11,985

評価・換算差額等合計 △70,523 29,166

新株予約権 23,328 23,328

純資産合計 6,025,781 6,027,357

負債純資産合計 23,465,628 22,747,746

EDINET提出書類

株式会社はせがわ(E03134)

四半期報告書

16/26



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 11,212,337

売上原価 4,716,238

売上総利益 6,496,098

販売費及び一般管理費

販売促進費 521,789

給料及び賞与 1,942,084

賞与引当金繰入額 161,237

退職給付費用 89,793

役員退職慰労引当金繰入額 11,602

福利厚生費 462,588

賃借料 760,247

その他 1,854,727

販売費及び一般管理費合計 5,804,071

営業利益 692,026

営業外収益

受取利息 7,540

受取配当金 6,293

為替差益 14,303

その他 37,999

営業外収益合計 66,136

営業外費用

支払利息 160,137

持分法による投資損失 16,198

貸倒引当金繰入額 32,222

その他 22,023

営業外費用合計 230,581

経常利益 527,582

特別利益

固定資産売却益 6,881

貸倒引当金戻入額 17,250

特別利益合計 24,132

特別損失

固定資産除売却損 14,159

減損損失 4,274

投資有価証券評価損 8,494

退職特別加算金 33,663

特別損失合計 60,592

税金等調整前四半期純利益 491,122

法人税、住民税及び事業税 78,389

法人税等調整額 247,543

法人税等合計 325,933

四半期純利益 165,189
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 6,680,788

売上原価 2,859,755

売上総利益 3,821,033

販売費及び一般管理費

販売促進費 285,035

給料及び賞与 995,779

賞与引当金繰入額 74,668

退職給付費用 45,295

役員退職慰労引当金繰入額 6,044

福利厚生費 231,474

賃借料 379,329

その他 933,327

販売費及び一般管理費合計 2,950,954

営業利益 870,079

営業外収益

受取利息 6,289

受取配当金 245

その他 14,148

営業外収益合計 20,683

営業外費用

支払利息 81,724

持分法による投資損失 13,948

為替差損 9,989

貸倒引当金繰入額 20,999

その他 12,575

営業外費用合計 139,238

経常利益 751,523

特別利益

貸倒引当金戻入額 767

特別利益合計 767

特別損失

固定資産除売却損 5,777

減損損失 4,274

投資有価証券評価損 8,309

退職特別加算金 33,663

特別損失合計 52,025

税金等調整前四半期純利益 700,265

法人税、住民税及び事業税 42,563

法人税等調整額 317,759

法人税等合計 360,323

四半期純利益 339,942
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 491,122

減価償却費 129,373

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25,112

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,433

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,268

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,453

受取利息及び受取配当金 △13,834

支払利息 160,137

投資有価証券評価損益（△は益） 8,494

固定資産売却損益（△は益） △6,881

減損損失 4,274

有形固定資産除却損 14,159

為替差損益（△は益） △23,415

持分法による投資損益（△は益） 16,198

売上債権の増減額（△は増加） 52,296

たな卸資産の増減額（△は増加） 94,122

その他の流動資産の増減額（△は増加） 27,756

仕入債務の増減額（△は減少） △241,907

未払金の増減額（△は減少） △22,612

その他の流動負債の増減額（△は減少） △32,930

その他 5,161

小計 707,782

利息及び配当金の受取額 13,379

利息の支払額 △151,229

法人税等の支払額 △107,858

営業活動によるキャッシュ・フロー 462,073

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △12,000

定期預金の払戻による収入 23,000

有形固定資産の取得による支出 △130,604

有形固定資産の売却による収入 63,028

投資有価証券の売却による収入 482

貸付けによる支出 △283,000

貸付金の回収による収入 18,690

営業保証金の支出 △2,038,420

営業保証金の回収による収入 681,258

差入保証金の差入による支出 △15,688

差入保証金の回収による収入 86,522

投資その他の資産の増減額（△は増加） △47,746
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

その他の固定負債の増減額(△は減少) 13,949

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,640,528

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △433,901

長期借入れによる収入 3,300,000

長期借入金の返済による支出 △1,904,757

自己株式の純増減額（△は増加） △110

割賦債務の返済による支出 △2,903

配当金の支払額 △66,925

財務活動によるキャッシュ・フロー 891,402

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,203

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △285,848

現金及び現金同等物の期首残高 3,451,497

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,165,648
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産　

通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として個別法による原価

法によっておりましたが、第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月

５日)が適用されたことに伴い、主として個

別法による原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)により算定しております。

これにより当第２四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益は、それぞれ13,662千円減少してお

ります。

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

固定資産の減価償却費の算定

方法

定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

　　【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐用年

数を10～17年としておりましたが、第１四半期連結会計期

間より11～13年に変更しました。

　この変更は、法人税法の改正を契機として、資産の使用状

況などを見直した結果、第１四半期連結会計期間より機械

装置の耐用年数を変更したものであります。

　これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

(退職給付制度の変更)

　当社は、平成20年10月１日付けで退職給付制度を改定し

て、適格退職年金制度から確定拠出年金制度及び確定給付

年金制度を組み合わせた退職給付制度へ移行いたしまし

た。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,526,309千円

　　であります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、4,536,730千円

　　であります。　

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当企業グループ売上高の９割を占める宗教用具関連事業の

売上高は季節性が高く、お盆と秋のお彼岸を迎える第２四

半期(７月から９月まで)と春のお彼岸を迎える第４四半期

(１月から３月まで)の割合が高くなっております。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当企業グループ売上高の９割を占める宗教用具関連事業の

売上高は季節性が高く、お盆と秋のお彼岸を迎える第２四

半期(７月から９月まで)と春のお彼岸を迎える第４四半期

(１月から３月まで)の割合が高くなっております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

　　対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年９月30日現在)

　　現金及び預金勘定　　　　　　　　　3,512,648千円　　

預入期間が３ヵ月を超える定期預金　△347,000千円　

　　現金及び現金同等物　　　　　　    3,165,648千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　18,014,376株

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　 157,552株

３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　　新株予約権の当第２四半期連結会計期間末残高　　親会社　23,328千円

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 66,965 3.75 平成20年３月31日 平成20年６月25日 利益剰余金　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

　　末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月５日

取締役会
普通株式 66,963 3.75 平成20年９月30日 平成20年12月１日 資本剰余金　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

宗教用具関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 336.14 円 １株当たり純資産額 336.22 円

２．１株当たり四半期純利益金額

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9.25 円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 19.03 円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益（千円） 165,189 339,942

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 165,189 339,942

期中平均株式数（千株） 17,857 17,857

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

───── ─────

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成20年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………66,963千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………３円75銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月１日

(ニ）配当原資……………………………………………資本剰余金

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行ないます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月７日

株式会社はせがわ

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伯川　志郎　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 青野　　弘　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森　　昭彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社はせがわの

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社はせがわ及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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